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○荒川区住宅等の建築に係る住環境の整備に関する条例 

平成19年９月27日条例第29号 

改正 平成20年３月21日条例第12号 

平成23年12月16日条例第30号 

平成25年３月21日条例第25号 

（題名改称） 

平成27年10月30日条例第32号 

令和４年３月23日条例第13号 

 

荒川区は、都心に近接し、交通の利便性に優れた温かいコミュニティの街である。 

近年、多くの住宅等が建設され、区民の生活環境等に様々な影響を及ぼすようになった。 

このため、住宅等の建築に係る住環境の整備についての基本的なルールを定め、区並びに

住宅等の建築主及び所有者等がそれぞれの役割を果たすことにより、良好な住環境を創出す

るとともに、住宅等の建設による周辺への影響を緩和し、地域コミュニティの保全を図るこ

とが求められている。 

区は、住宅等の居住者にとって快適な居住環境を確保し、かつ、周辺における生活環境の

維持向上を図るとともに、住宅等の居住者と周辺住民とにより良好な近隣関係と豊かな地域

社会が形成されることを目指し、この条例を制定するものである。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、区内における住宅等の建築に係る住環境の整備に関し基本的事項を定

めることにより、良好な生活環境と豊かな地域社会の形成に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」

という。）において使用する用語の例による。 

２ この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 共同住宅等 住戸（住室を含む。以下同じ。）の数が15以上の共同住宅又は寄宿舎

（住戸以外の部分が併設されるものを含む。）の用途に供する建築物をいう。 

(2) 住宅等 次に掲げるいずれかの建築物をいう。 
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ア 住戸の数が 15以上の共同住宅、寄宿舎又は長屋（住戸以外の部分が併設されるも

のを含む。）の用途に供する建築物 

イ 一戸建ての住宅の用途に供する建築物 

ウ 長屋の用途に供する建築物（アに掲げる建築物であるものを除く。） 

(3) 建築主 区内における住宅等の建築に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約

によらないで自らその工事をする者をいう。 

(4) 所有者等 住宅等の所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）

第２条第２項に規定する区分所有者を含む。以下この号において同じ。）及び所有者か

ら委託を受けて住宅等の管理を行う者をいう。 

(5) 近隣関係住民 住宅等の敷地境界線からその高さの２倍の水平距離の範囲内にある

土地又は建築物に関して権利を有する者及び当該範囲内に居住する者をいう。 

 

（適用の範囲） 

第３条 この条例は、次に掲げる行為について適用する。 

(1)  前条第２項第２号アに掲げる建築物の建築（法第87条第１項において準用する法第

６条第１項及び第６条の２第１項の規定による確認を必要とする用途の変更（以下「用

途の変更」という。）を含む。以下同じ。）をする場合（次号に掲げる場合を除く。）

における当該建築及び当該建築後の管理 

(2) 建築物の増築、改築又は用途の変更（以下「増築等」という。）をすることにより、

当該増築等後の建築物が前条第２項第２号アに該当する建築物に該当することとなる

場合における当該増築等及び当該増築等後の管理 

(3) 一団の土地を６区画以上に分割する一戸建ての住宅及び長屋の建築並びに当該建

築後の管理 

(4) 350平方メートル以上の土地における区画形質の変更を伴う一戸建ての住宅の建築

及び当該建築後の管理 

(5) 350平方メートル以上の敷地における長屋の建築及び当該建築後の管理 

２ 法第86条第１項若しくは第２項又は第86条の２第１項の規定による認定を受けること

によって同一敷地内にあるとみなされる２以上の建築物が、一の建築物とみなされること

により１つの共同住宅等に該当することとなる場合における当該一の建築物とみなされ

る２以上の建築物の建築及び当該建築後の管理については、当該２以上の建築物を一の建

築物とみなして、この条例を適用する。 
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３ 隣接する土地において、同一の者（土地の所有者、建築主、設計者及び工事施工者の全

部又は一部が同一であるものをいう。次項及び第５項において同じ。）により同時期（法

第６条第１項に規定する確認の申請書の提出又は法第６条の２第１項に規定する確認を

受けるための書類の提出があった日から法第７条第５項又は法第７条の２第５項の規定

による検査済証の交付を受ける日までの期間の全部又は一部が重複する時期をいう。次項

及び第５項において同じ。）に行われる共同住宅、寄宿舎又は長屋の用途に供する２以上

の建築物（当該２以上の建築物の住戸の数の合計が15以上になるものに限る。）の建築及

び当該建築後の管理については、当該２以上の建築物を一の建築物とみなして、この条例

を適用する。 

４ 隣接する土地において、同一の者により同時期に行われる２以上の一団の土地（当該２

以上の一団の土地の区画の数の合計が６以上になるものに限る。）を分割する一戸建ての

住宅及び長屋の建築並びに当該建築後の管理については、当該２以上の一団の土地を一の

一団の土地とみなして、この条例を適用する。 

５ 隣接する土地において、同一の者により同時期に行われる２以上の土地（当該２以上の

土地の面積の合計が350平方メートル以上になるものに限る。）における区画形質の変更

を伴う一戸建ての住宅の建築及び当該建築後の管理については、当該２以上の土地を一の

土地とみなして、この条例を適用する。 

 

（適用除外） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる事業等については、区長と建築主との協議に

より、この条例の規定の全部又は一部を適用しないことができる。 

(1) 都市再開発法（昭和44年法律第38号）第２条第１号に規定する市街地再開発事業そ

の他荒川区規則（以下「規則」という。）で定める法令の規定に基づき実施する事業 

(2) 国又は地方公共団体が実施する事業 

(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定めるもの 

 

（区長の責務） 

第５条 区長は、この条例の目的を達成するため、建築主及び所有者等（以下「建築主等」

という。）の理解と協力の下に、適切な指導及び助言を行うよう努めなければならない。 

 

（建築主等の責務） 
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第６条 建築主等は、住宅等の建築及び当該建築後の管理に当たり、周辺環境への影響に配

慮するとともに、良好な近隣関係の形成に努めなければならない。 

 

（事前協議書の届出等） 

第６条の２ 住戸の数が50以上の共同住宅等の建築を計画しようとする建築主（以下この条

及び次条において「事業者」という。）は、東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防

と調整に関する条例（昭和53年東京都条例第64号）第５条第１項又は荒川区中高層建築物

の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例（昭和53年荒川区条例第34号）第５条第１項

に規定する標識（以下この項及び第８条において「標識」という。）の設置期間の初日の

５月前（標識を設置する必要がない共同住宅等にあっては、法第６条第１項に規定する確

認の申請書の提出又は法第６条の２第１項に規定する確認を受けるための書類の提出（法

第87条第１項においてこれらの規定を準用する場合を含む。第８条において「確認申請等」

という。）が行われることとなる日の５月前）の日までに、子育てのために必要な施設の

設置等その他の規則で定める事項を記載した事前協議書を区長に届け出て、その内容につ

いて協議しなければならない。ただし、区長が特に認めるときは、必要な限度において届

出の時期を変更することができる。 

２ 区長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出があった日から45日以内に、

事業者に対し、子育てのために必要な施設の設置等に関する協力その他の必要な意見につ

いて書面により通知するものとする。 

３ 事業者は、前項の規定による通知を受けたときは、当該通知を受けた日から45日以内に、

区長に対し、当該通知の内容の計画への反映その他の意見について書面により回答しなけ

ればならない。 

４ 区長は、第２項に規定する通知の期限及び前項に規定する回答の期限について、特に認

めるときは、15日を限度として延長することができる。 

５ 区長は、第１項から第３項までの協議が終了したときは、規則で定めるところにより、

当該協議の内容を公表することができる。 

 

（手続の前置） 

第６条の３ 事業者は、前条第１項の規定による届出を行った後でなければ、次に掲げる手

続を行うことができない。 

(1) 第８条第１項の規定による届出及び協議 
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(2) 荒川区大規模マンションの建設計画に係る地域における生活環境の配慮のための事

前協議等に関する条例（平成18年荒川区条例第47号）第６条第１項の規定による計画書

の提出 

 

（近隣関係住民への周知） 

第７条 建築主又は区内における一戸建ての住宅若しくは長屋の建築に係る一団の土地の

分割をする者若しくは一戸建ての住宅の建築に係る区画形質の変更に関する工事の請負

契約の注文者若しくは請負契約によらないで自らその工事をする者（以下「開発者」とい

う。）は、住宅等の建築をしようとするときは、次条第１項の規定による届出の前に、あ

らかじめ、その建築計画の内容のうち規則で定める事項（以下「周知事項」という。）に

ついて、近隣関係住民に周知しなければならない。ただし、荒川区大規模マンションの建

設計画に係る地域における生活環境の配慮のための事前協議等に関する条例の適用を受

ける場合において、同条例第８条第１項の規定により行われた説明会の内容が周知事項を

満たしていると区長が認めるときは、この限りでない。 

２ 建築主又は開発者は、前項の規定により周知を行ったときは、当該周知の結果等を、規

則で定めるところにより、区長に報告しなければならない。 

 

（建築計画書の届出、協議等） 

第８条 建築主又は開発者は、住宅等の建築をしようとするときは、当該住宅等の用途その

他の規則で定める事項を記載した建築計画書を作成し、標識の設置期間の初日の７日前

（標識を設置する必要がない住宅等にあっては、確認申請等が行われることとなる日の20

日前）までに区長に届け出て、その内容について協議しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による届出があった場合は、当該建築計画書の内容について審査し、

この条例の規定に適合していないと認めるときは、当該建築主又は開発者に対し、必要な

措置を講ずるよう要請することができる。 

 

（変更の届出、協議等） 

第９条 前条第１項の規定により建築計画書を届け出た建築主又は開発者及び第24条第１

項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定により協議の内容を承継した者は、

第23条第１項の規定による届出の前に、建築計画書の内容を変更しようとするときは、速

やかに規則で定める事項を記載した建築計画変更書を区長に届け出て、その内容について
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協議しなければならない。２ 前項の規定による届出については、前条第２項の規定を準

用する。 

 

（区画面積） 

第10条 一戸建ての住宅の建築をしようとする建築主は、当該建築物の敷地面積が、60平方

メートル以上となるようにしなければならない。ただし、規則で定める敷地については、

土地の状況により当該敷地面積の確保が困難であると区長が認めるときは、この限りでな

い。 

 

（住戸の専用床面積） 

第11条 第２条第２項第２号アに掲げる建築物（規則で定める用途に供するものを除く。次

項において同じ。）又は同号ウに掲げる建築物の建築をしようとする建築主は、当該建築

物の各住戸について、規則で定めるところにより算定した専用床面積が、25平方メートル

以上となるようにしなければならない。 

２ 第２条第２項第２号アに掲げる建築物の建築をしようとする建築主は、その建築物につ

いて、次の各号に掲げる住戸の数の区分に応じ当該各号に定める割合の住戸が、家族向け

住戸（規則で定めるところにより算定した専用床面積が50平方メートル以上の住戸をい

う。）となるようにしなければならない。 

(1) 15戸以上30戸未満 ３分の１以上 

(2) 30戸以上 ２分の１以上 

 

（駐車施設等の設置） 

第12条 共同住宅等（規則で定めるものを除く。）の建築をしようとする建築主は、規則で

定める基準に従い、当該建築物又はその敷地内に、自動車の駐車施設を設置するよう努め

なければならない。 

２ 共同住宅等の建築をしようとする建築主は、当該建築物又はその敷地内に、規則で定め

る基準に従い、緊急自動車、自動車運送事業者等が停留するための空地を設けなければな

らない。 

 

（防災対策） 

第13条 住戸の数が30以上の共同住宅等の建築をしようとする建築主は、防火水槽の設置、
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位置等に関し、区長と協議するとともに、当該建築が予定されている区域を管轄する消防

署と協議し、当該消防署との協議の結果を、規則で定めるところにより、区長に報告しな

ければならない。 

２ 住宅等の建築をしようとする建築主は、当該建築物について、規則で定める基準に従い、

防災対策を講じるよう努めなければならない。 

 

（管理人室の設置） 

第14条 共同住宅等の建築をしようとする建築主は、当該建築物又はその敷地内に、規則で

定める基準に従い、管理人室を設置しなければならない。 

 

（集会室の設置） 

第15条 住戸の数が50以上の共同住宅等の建築をしようとする建築主は、当該建築物又はそ

の敷地内に、規則で定める基準に従い、集会室を設置するよう努めなければならない。 

 

（道路等の整備） 

第16条 住宅等の建築をしようとする建築主は、当該建築物の敷地が道路に接する部分を、

規則で定める基準に従い、道路状に整備するよう努めなければならない。この場合におい

て、当該建築主は、道路状に整備する部分の権原及び管理について、区長と協議すること

ができるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、建築主は、法第42条第２項の規定により後退する部分を、規

則で定める基準に従い、道路形態に拡幅整備しなければならない。 

 

（壁面の後退） 

第17条 地階を除く階数が５以上又は高さが15メートル以上の住宅等（規則で定める区域に

存するものを除く。）の建築をしようとする建築主は、当該建築物の壁又はこれに代わる

柱の面から隣地境界線までの距離が、規則で定める数値以上となるよう努めなければなら

ない。 

 

（景観への配慮） 

第18条 住宅等（規則で定めるものを除く。）の建築をしようとする建築主は、当該建築物

について、規則で定めるところにより、周辺の景観との調和に配慮するよう努めなければ
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ならない。 

 

（電波障害対策） 

第19条 地階を除く階数が５以上又は高さが15メートル以上の住宅等の建築をしようとす

る建築主は、当該建築物の建築に伴う電波障害の予測調査を実施するとともに、当該建築

物に起因することが明らかな電波障害について対策を講じなければならない。 

 

（管理の基準） 

第20条 共同住宅等の所有者等は、当該共同住宅等の管理に当たり、管理人を定めるととも

に、規則で定める基準に従い、緊急時の連絡先等を表示しなければならない。 

２ 共同住宅等の所有者等は、前項の規定により定めた管理人を、規則で定める基準に従い、

駐在させるよう努めなければならない。 

３ 第２条第２項第２号ア又はウに掲げる建築物の所有者等は、当該建築物の入居者が遵守

すべきものとして規則で定める事項について記載した管理規約等を作成し、その内容を入

居者に遵守させるよう努めなければならない。 

 

（町会等の加入、設立等に関する協議等） 

第21条 建築主等は、住宅等の入居者の既存の町会又は自治会（以下「町会等」という。）

への加入、町会等の設立等に関し、規則で定めるところにより、区長と協議し、必要な協

力を行わなければならない。 

 

（その他の協議事項） 

第22条 住宅等（第１号に掲げる事項にあっては、住戸の数が規則で定める数以上の場合に

限る。）の建築をしようとする建築主又は開発者は、次に掲げる事項について、規則で定

めるところにより、区長と協議しなければならない。 

(1) 義務教育施設等の設置等に関すること。 

(2) 住宅等に係る敷地の土壌汚染に関する調査等に関すること。 

(3) 住宅等に係る敷地の埋蔵文化財に関する調査等に関すること。 

(4) 高齢者、障害者等への配慮に関すること。 

(5) 省エネルギー対策等地球環境への配慮に関すること。 

(6) 自助及び共助による地域における災害対策に関すること。 
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(7) 住宅等に係る敷地の周辺に既に存在し、又は設置が計画されている店舗又は工場等

の施設への配慮に関すること。 

(8) 地域の住環境整備のための施策等への配慮に関すること。 

(9) その他規則で定める事項に関すること。 

 

（工事の完了の届出） 

第23条 建築主は、住宅等の建築に関する工事を完了したときは、規則で定めるところによ

り、速やかに区長に届け出なければならない。 

２ 区長は、前項の規定による届出の内容が、第８条第１項の建築計画書又は第９条第１項

の建築計画変更書の内容に適合していないと認めるときは、当該建築主に対し、必要な措

置を講ずるよう要請するものとする。 

 

（協議内容の承継） 

第24条 建築主又は開発者は、この条例の規定により協議を行った後、当該協議に係る建築

物又はその敷地の所有権を第三者に譲渡する場合は、当該協議の内容を当該第三者に承継

させるものとする。 

２ 前項の規定は、同項の規定により協議の内容を承継した者が当該協議に係る建築物又は

その敷地の所有権を譲渡する場合について準用する。 

 

（協議内容の遵守） 

第24条の２ 建築主等は、この条例の規定による協議の内容を遵守しなければならない。 

 

（用途等の変更の届出及び協議） 

第24条の３ 共同住宅等の建築主等は、第23条第１項の規定による届出の日から１年以内に

当該共同住宅等の用途を変更しようとするときは、当該用途を変更した後の当該共同住宅

等の使用を開始することとなる日（第３条第１項第１号の確認を必要とする変更にあって

は、法第８７条第１項において準用する法第６条第１項に規定する確認の申請書の提出又

は法第８７条第１項において準用する法第６条の２第１項に規定する確認を受けるため

の書類の提出が行われることとなる日）の前日までに、規則で定める事項を記載した用途

変更届出書を区長に届け出て、その内容について協議しなければならない。 

２ 共同住宅等の建築主等は、第23条第１項の規定による届出の後に、当該共同住宅等に係
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る第８条第１項の建築計画書又は第９条第１項の建築計画変更書に記載された事項を変

更しようとするとき（前項に規定するときを除く。）は、規則で定めるところにより、区

長と協議しなければならない。 

 

（報告の徴収） 

第25条 区長は、必要があると認めるときは、建築主等に対し、住宅等の建築又は建築後の

管理に関し必要な報告を求めることができるものとし、建築主等は、これに応じなければ

ならない。 

 

（勧告） 

第26条 区長は、建築主等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該建築主等に対し、

期限を定め、必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

(1) 第６条の２第１項、第８条第１項、第９条第１項又は第23条第１項の規定による届

出を行わないとき。 

(2) 第６条の２第１項、第８条第１項、第９条第１項、第13条第１項若しくは第22条の

規定による協議を行わないとき又は第21条の規定による協議及び必要な協力を行わな

いとき。 

(3) 第７条、第10条、第11条、第12条第２項、第14条、第16条第２項、第19条又は第20

条第１項の規定に適合しないことについて、第８条第２項（第９条第２項において準用

する場合を含む。）の規定により区長が行った要請に応じないとき。 

(4) 第12条第１項、第13条第２項、第15条、第16条第１項、第17条、第18条又は第20条

第２項若しくは第３項の規定に適合しないことについて、第８条第２項（第９条第２項

において準用する場合を含む。）の規定により区長が行った要請に、正当な理由なく応

じないとき。 

(5) 第23条第２項の規定により区長が行った要請に応じないとき。 

(6) 前条の規定による報告を行わないとき。 

 

（公表） 

第27条 区長は、建築主等が前条の規定による勧告に従わないときは、規則で定めるところ

により、その事実経過を公表することができる。 

 



11 

（委任） 

第28条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、同日から起算して40日を経過する日後に法第６条第

１項に規定する確認の申請又は法第６条の２第１項に規定する確認を受けるための書類

の提出（法第87条第１項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）が行われること

となる集合住宅について適用する。 

（経過措置） 

２ 当分の間、第８条第１項の規定による建築計画書の提出期日が法第６条第１項に規定す

る確認の申請又は法第６条の２第１項に規定する確認を受けるための書類の提出（法第87

条第１項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の日の40日以前となる集合住宅

に対する第８条第１項の規定の適用については、同項中「東京都中高層建築物の建築に係

る紛争の予防と調整に関する条例（昭和53年東京都条例第64号）第５条第１項又は荒川区

中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例（昭和53年荒川区条例第34号）

第５条第１項に規定する標識の設置期間の初日の７日前（これらの規定による標識を設置

する必要がない集合住宅にあっては、法第６条第１項に規定する確認の申請又は法第６条

の２第１項に規定する確認を受けるための書類の提出（法第87条第１項においてこれらの

規定を準用する場合を含む。）が行われることとなる日の20日前）」とあるのは、「法第

６条第１項に規定する確認の申請又は法第６条の２第１項に規定する確認を受けるため

の書類の提出（法第87条第１項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）が行われ

ることとなる日の38日前」とする。 

附 則（平成20年３月21日条例第12号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年12月16日条例第30号抄） 

１ この条例は、平成24年３月１日から施行する。 

８ 荒川区集合住宅の建築及び管理に関する条例（平成19年荒川区条例第29号）の一部を次

のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成25年３月21日条例第25号） 
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（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の荒川区住宅等の建築に係る住環境の整備に関する条例の規定は、平成25年４月

１日以後の建築計画書の届出に係る建築物について適用し、同日前になされた届出に係る

建築物については、なお従前の例による。ただし、改正後の第３条第１項第３号から第５

号までに掲げる行為に係る建築物については、平成25年７月１日以後に法第６条第１項に

規定する確認の申請書の提出又は法第６条の２第１項に規定する確認を受けるための書

類の提出が行われることとなるものについて適用する。 

（荒川区自転車等の放置防止及び自転車等駐車場の整備に関する条例の一部改正） 

３ 荒川区自転車等の放置防止及び自転車等駐車場の整備に関する条例（平成９年荒川区条

例第40号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成27年10月30日条例第32号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の荒川区住宅等の建築に係る住環境の整備に関する条例（以下「新条例」という。）

の規定（第６条の２、第６条の３並びに第26条第１号及び第２号の規定を除く。）は、平

成28年２月１日（以下「施行日」という。）以後に行われる新条例第８条第１項の規定に

よる届出に係る建築物について適用し、同日前にされた改正前の荒川区住宅等の建築に係

る住環境の整備に関する条例（以下「旧条例」という。）第８条第１項の規定による届出

に係る建築物については、なお従前の例による。 

３ 新条例第６条の２、第６条の３並びに第26条第１号及び第２号の規定は、平成28年７月

１日以後に行われる新条例第８条第１項の規定による届出に係る建築物について適用し、

同日前にされた同項の規定による届出に係る建築物については、適用しない。 

４ 前２項の規定にかかわらず、施行日前にされた旧条例第８条第１項の規定による届出に

係る建築物であって、施行日以後１年以内に建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」

という。）第６条第１項に規定する確認の申請書の提出又は法第６条の２第１項に規定す

る確認を受けるための書類の提出（法第87条第１項においてこれらの規定を準用する場合

を含む。）が行われないものについては、新条例の規定を適用する。 
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（荒川区大規模マンションの建設計画に係る地域における生活環境の配慮のための事前

協議等に関する条例の一部改正） 

５ 荒川区大規模マンションの建設計画に係る地域における生活環境の配慮のための事前

協議等に関する条例（平成18年荒川区条例第47号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の荒川区住宅等の建築に係る住環境の整備に関する条例（以下「新条例」

という。）の規定（第 24条の３の規定を除く。）は、令和４年７月１日（以下「施

行日」という。）以後に行われる新条例第８条第１項の規定による届出に係る建

築物について適用し、施行日前にされた改正前の荒川区住宅等の建築に係る住環

境の整備に関する条例第８条第１項の規定による届出に係る建築物については、

なお従前の例による。 

３ 新条例第 24 条の３の規定は、施行日以後に行われる同条第１項に規定する用途

又は同条第２項に規定する事項の変更に係る建築物について適用する。 

 


